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アンテベラム期アメリカ合衆国における選挙権「改革」の特質
──東部旧州における選挙権論議の検討を中心に──
小 原 豊 志
Ⅰ はじめに
近年、Ｅ．フォーナーは『アメリカの自由に関する物語』と題する書物のなかで、アメリカ的自
由の特質を以下のように指摘した。
「アメリカ的信条が普遍的であることをもってアメリカの歴史の永続的な特徴とするならば、特
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であった。すなわち、奴隷主の自由は奴隷制の現実に立脚して
いたわけであったし、男性が自律性を誇れたのも女性を従属的な地位に貶めたことによっていたので
ある（１）。」（傍点筆者）
ここでフォーナーが指摘するアメリカ的自由の「パラドックス」の具体的事例として筆者が従来
から注目しているのは、アンテベラム期における選挙権問題の展開である。なぜなら、この時期に
行われた選挙権「改革」を注意深く観察すると、この「改革」の二面性があきらかになるからであ
る。すなわち、この「改革」においては、財産資格をはじめとする金銭的選挙権資格が撤廃され、
「民衆」による政治参加の途が拡大した一方で、人種やジェンダーなどを特定する選挙権資格が新
たに設定されたのであった。したがって、たしかにこの時期に多くの州が白人男性普通選挙制度を
実現したのであったが、それと同時に「特定の社会的存在」に対する選挙権の規制が行われたといっ
ても過言ではないのである（２）。
以上のような「選挙権の拡大と縮小の同時的実現」という一見矛盾した現象はいかなる要因から
生じたのだろうか。この問題を解明するためには、当時の選挙権拡大の論理と選挙権規制の論理と
を吟味し、その両者の関連を問う必要がある。
ところで、筆者は先に自由州における黒人選挙権問題を検討した結果、上記の現象は「選挙権に
ホワイトネス
おける白人性の確立過程」において発生したものと把握した（３）。すなわち、白人選挙権の拡大と黒
人選挙権の拒絶（剥奪）との同時的実現現象は、黒人との関係性において自らの「白人性」を確認
せんとする白人民衆の人種意識のもとに、彼らが選挙権を白人の特権たらしめようとした結果生じ
たものと考えることができたのであった。こうした理解をより説得的にするには、研究範囲を奴隷
州にまで拡大し、かつまた黒人選挙権問題を当該期の選挙権「改革」全体のなかに位置づけて考察
３１
する必要があるように思われる。その際、筆者が注目するのは、当時の選挙権「改革」における財
産資格の撤廃と貧困者 pauper排除規定の設定の同時性に着目して、この両者の関連を考察したＲ．
Ｊ．スタインフィールドの研究である（４）。この研究によれば、こうした現象が生じたのは当時にあっ
ても有権者の自立性 independenceを重視する共和主義的選挙権観が支配的であったためであった。
すなわち、こうした選挙権観の影響下にあった選挙権拡大派は無産者の自立性を証明する必要に迫
られたのであったが、その際彼らは、無産者内部に貧困者という「真の依存的存在」を新たに創り
出すことによってその課題を解決したのであった。
このようにしてスタインフィールドは、無産者に対する選挙権拡大にともなう貧困者排除の必然
性を説明したのであるが、彼の研究においては当時の選挙権「改革」において貧困者よりも一般的
に選挙権から排除された黒人に関しては何の言及もされていない。そこで本稿においては、以上の
ようなスタインフィールドの視点をふまえつつ、アンテベラム期の選挙権「改革」における「パラ
ドックス」を人種的側面から解明することを課題にする。その際、筆者が注目するのは、原初１３州
を構成した諸州（以下、「東部旧州」と表記）の選挙権「改革」である。なぜなら、これらの州は
建国後も財産資格を保持したため、１９世紀に入ってから選挙権「改革」が大きな焦点になったのも
これらの州においてであったからである。これらの州の「改革」において白人選挙権の拡大論議と
黒人選挙権の規制（剥奪）論議はどのような関連を持って展開したのであろうか。以下ではまず、
アンテベラム期における選挙権資格の一般的傾向を把握したうえで、具体的な選挙権論議を選挙権
の拡大をめぐる論議と選挙権の規制をめぐる論議とに区分して検討し、この両者の関連を考察する
ことによって上記の課題を解明することにしたい。
Ⅱ アンテベラム期における選挙権資格の一般的傾向
本節においては、東部旧州における選挙権「改革」の概要を把握するために、アンテベラム期に
おける選挙権資格の変遷を概括しておく。
ところで、アンテベラム期においては州が選挙権の授権権限を排他的に掌握する「選挙権におけ
るフェデラリズム体制」が確立していたため、共時的にも通時的にも州ごとに多様な選挙権資格が
存在していた（５）。そうとはいえ、表に示すように、諸州の選挙権資格の変遷をみると以下のような
一般的傾向を導き出すことができる。
そのひとつは、金銭的選挙権資格は多くの州において撤廃される傾向にあったことである。すな
わち、植民地期以来の不動産所有を基礎とする財産資格は、東部旧州においては漸進的に撤廃され
る一方で、建国後に合衆国に加入した州（以下、「西部新州」と表記）においては当初から設定さ
れなかったのであった（６）。また、納税資格についてみるならば、東部旧州はこの資格を財産資格と
の択一資格もしくはその後継資格として設定したのであったが、アンテベラム期末期にはほぼ半数
の州がこの資格を撤廃しているし、西部新州の大半も当初からこの資格を設定しなかったのであっ
東北大学大学院 国際文化研究科論集 第十二号
３２
州 第一憲法制定年 財産資格 納税資格 居住資格
人的要件
市民資格
排除規定 黒人選挙
権の認否
黒人
人口率 備 考人種 性別 年令 貧困者 刑事犯 精神障害者等
東 部 旧 州
コネチカット １８１８＊ ×（１８４５） ×（１８４５） ○ 白人 男子 ○ ○（１８１８） × ○ × × １．９ ＊１８１８年憲法で財産資格は納税資格・民兵資格と択一化／１８５５年修正で識字資格導入
マサチューセッツ １７８０ ×（１８２１） ○（１８２１） ○ × 男子 ○ ○（１８２１） ○（１８２１） × ○（１８２１） ○ ０．８ １８２１年憲法で選挙種別選挙権制度廃止
ニューハンプシャー １７７６ × ○ ○ × 男子 ○（１７８４） ○（１８１３） ○（１７９２） × × ○ ０．２
ニュージャージー １７７６ ×（１８４４） ×（１８４４） ○ 白人 男子 ○ ○（１８４４） ○（１８４４） ○（１８４４） ○（１８４４） ×（１８０７） ３．８ １８０７年憲法発効以前は女性も投票可
ニューヨーク １７７７
×（１８２１） ×（１８２６） ○ 白人
男子 ○（１８２１） ○（１８２１） × ○（１８２１） × △＊（１８２１） １．３
＊１８２１年州憲法で選挙種別選挙権制度の撤
廃とともに人種別選挙権制度導入○ ○ ○ 黒人
ペンシルヴァニア １７７６ × ○ ○ 白人 男子 ○ ○（１７９０） × × × ×（１８３８） ２．０
ロードアイランド １８４２＊
×（１８４２） ○（１８４２） ○
× 男子 ○
○（１８４２）
○ ○ ○ ○ ２．３ ＊１８４２年州憲法で市民種別選挙権制度導入
ネィティヴ市民
○ × ○
○（１８４２）
帰化市民
デ ラ ウ ェ ア １７７６ ×（１７９２） ○（１７９２） ○ 白人 男子 ○ ○（１８３１） ○（１８３１） ○（１８３１） ○（１８３１） ×（１７９２） １９．３
メリーランド １７７６ ×（１８１０） × ○ 白人 男子 ○ ○（１８１０） × ○（１８５１） ○（１８５１） ×（１８１０） ２４．９
ジ ョ ー ジ ア １７７７ ×（１７８９） ○ ○ 白人 男子 ○ ○（１７８９） × × × × ４４．１
ノースカロライナ １７７６ ×（１８５４） ○ ○ 白人 男子 ○ ○（１８５４） × × × ×（１８３５） ３６．４ １８５４年憲法で選挙種別選挙権制度撤廃
サウスカロライナ １７７８ （○）＊ ×（１８１０） ○ 白人 男子 ○ ○（１７９０） ○（１８１０） × × × ５８．６ ＊１８１０年憲法で財産資格は居住資格と択一化
ヴァージニア １７７６ ×（１８５０） × ○ 白人 男子 ○（１８３０） ○（１８３０） ○（１８３０） ○（１８３０） ○（１８５０） × ４５．０
西 部 新 州
ヴァーモント １７７６ × × ○ × 男子 ○ ○（１８２８） × ○（１７９３） × ○ ０．２
ケンタッキー １７９２ × × ○ 白人 男子 ○ ○（１８５０） × ○ × ×（１７９９） ２０．４
テ ネ シ ー １７９６ ×（１８３４） × ○ 白人 男子 ○ ○（１８３４） × ○（１８３４） × ×（１８３４） ２５．５
オ ハ イ オ １８０２ × ×（１８５１） ○ 白人 男子 ○ ○（１８５１） × ○ ○（１８５１） × １．６
ル イ ジ ア ナ １８１２ × ×（１８４５） ○ 白人 男子 ○ ○ ○（１８４５） ○ × × ４９．５
インディアナ １８１６ × × ○ 白人 男子 ○ ○＊ × ○ × × ０．９ ＊帰化宣誓者を含む（１８５１）
ミ シ シ ッ ピ １８１７ × ×（１８３２） ○ 白人 男子 ○ ○ × ○ × × ５５．３
イ リ ノ イ １８１８ × × ○ 白人 男子 ○ ○（１８４８） × ○ × × ０．５
ア ラ バ マ １８１９ × × ○ 白人 男子 ○ ○ × ○ × × ４５．４
メ イ ン １８１９ × × ○ × 男子 ○ ○ ○ × ○ ○ ０．２
ミ ズ ー リ １８２０ × × ○ 白人 男子 ○ ○ × ○ × × １０．０
アーカンソー １８３６ × × ○ 白人 男子 ○ ○ × × × × ２５．６
ミ シ ガ ン １８３５ × × ○ 白人 男子 ○ ○＊ × × × × ０．９ ＊帰化宣誓者、特定のインディアンを含む
フ ロ リ ダ １８３８ × × ○ 白人 男子 ○ ○ × ○ × × ４４．６
テ キ サ ス １８４５ × × ○ 白人 男子 ○ ○＊ × ○ × × ３０．３ ＊旧テキサス共和国市民を含む
ア イ オ ワ １８４６ × × ○ 白人 男子 ○ ○ × ○ ○ × ０．２
ウィスコンシン １８４８ × × ○ 白人 男子 ○ ○＊ × ○ ○ × ０．２ ＊帰化宣誓者、特定のインディアンを含む
カリフォルニア １８４９ × × ○ 白人 男子 ○ ○＊ × ○ ○ × １．１ ＊旧メキシコ市民を含む
ミ ネ ソ タ １８５７ × × ○ 白人 男子 ○ ○＊ × ○ × × ０．１５ ＊特定のインディアンを含む
オ レ ゴ ン １８５７ × × ○ 白人 男子 ○ ○＊ × ○ × × ０．２ ＊帰化宣誓者を含む
典拠：F.N.Thorpe,The Federal and State Constitutions,Colonial Charters,and Other Organic Laws of the States,Territories, and Colonies およびA.Keyssar, The Right to Vote : The Contested History of Democracy in the United States の
巻末資料を参照。なお、１８６０年の黒人人口率については、D.B.Dodd（comp.）, Historical Statistics of the States of the United States : Two Centuries of the Census,1790−1990を参照。
註１：表中の（ ）内は、憲法修正により当該事項が撤廃または設定された年を示す。
註２：居住資格の具体的要件は州により多様であるが、概ね、州に６ヶ月から２年、カウンティ等に１ヶ月から６ヶ月の居住が要求された。
註３：年令資格の具体的要件は例外なく「２１才以上」であった。
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た。このように、金銭的選挙権資格からみるかぎり、東部旧州は選挙権「改革」によって選挙権を
漸進的に拡大した一方で、西部新州は当初から「普通」選挙制度を導入する傾向にあったといえよ
う。
しかしながら、いまひとつの傾向として注目すべきは、人種・ジェンダー・市民資格・救貧や犯
罪歴の有無などに関する非金銭的選挙権資格が上記の金銭的選挙権資格の撤廃にともなって設定さ
れていることである。こうした傾向は、黒人を選挙権から排除すべく設定された人種資格に顕著で
あった。たとえば、コネチカット、デラウェア、メリーランドにおいては財産資格の撤廃もしくは
その択一化と同時に黒人が選挙権から排除されたのであったし、ニューヨークにおいては選挙種別
選挙権制度が人種別選挙権制度に転換するなかで黒人にのみ高度の財産資格が適用されたのであっ
た。他方、上述のような「普通」選挙制度を導入した西部新州もそのすべてが当初から有権者を白
人に限定していたのである。
したがって、以上のようなアンテベラム期における選挙権資格の一般的傾向を概括するならば、
大半の州が財産資格や納税資格の撤廃（ないし不設定）によって選挙権から階級性を解消したとは
いえ、それと同時に人種資格をはじめとする非金銭的選挙資格を設定することによって選挙権に新
たな差別性を構築したということができよう。ただし、本稿で着目する「選挙権の拡大と縮小の同
時的実現」現象はすぐれて東部旧州においてみられた現象であった。なぜなら、当初から白人男性
普通選挙制度を導入した西部新州とは異なって、東部旧州においては選挙権の拡大問題と選挙権の
規制問題が同一の州憲法会議において議論された結果、ある者への選挙権拡大が決定されると同時
にその他の者の選挙権規制（剥奪）が決定されたからである。次節以降では、これらの会議におい
て展開された種々の選挙権論を具体的に検討していこう。
Ⅲ 選挙権拡大をめぐる議論の特質
東部旧州における選挙権拡大をめぐる論議は、伝統的な財産資格の撤廃の是非を焦点に、選挙権
の本質をめぐる原理的議論と社会的安寧の観点から選挙権の範囲を定めんとする現実的議論とが交
錯しつつ展開した。本節においては、こうした点に留意しつつ選挙権拡大の論理をあきらかにして
みたい（７）。
 財産資格擁護の論理
そもそも財産資格は植民地期に由来する不動産所有資格を基礎にしていたため、当初の財産資格
擁護論は土地所有者の有徳性を前提にする「選挙権の特権論」を中核にしていた。この議論によれ
ば、選挙権は社会に恒久的な関心と愛着を抱く有徳な者にのみ許される特権であり、そうした有徳
性を内面化しているのは社会の物質的基礎を構成する土地を所有する者にほかならないとみなされ
た。したがって、こうした議論においては無産者の「階級的悪徳性」や無産者選挙権の「害悪」が
ことさらに強調されることにもなった。たとえば、Ｗ．ブラックストーンは無産者の経済的依存性
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が必然化する政治的依存性を根拠に共和制政府の崩壊を懸念したのであったし、Ｊ．マディソンは
「意思を持ちすぎる」無産者の多数化とその結託の可能性を根拠に財産権の侵害を懸念したので
あった（８）。マサチューセッツ会議においても、ある財産資格擁護派は「この国においては生計を立
てる手段は豊富にあり、労働力の需要も極めて大きいため、身体が健康であるなら誰でも必要な資
格［財産資格］を満たせる」はずとして、この資格を満たせない理由を無産者の「悪徳」に求めた
のであった（９）。
いうまでもなく、以上のような財産資格擁護論は無産者の政治参加に対する有産者の階級的危機
感を反映していた。したがって、１９世紀に入り合衆国の社会構成に変化がみられはじめると、財産
資格擁護論は一層危機感をもって語られることになった。たとえば、ヴァージニア会議においては
無産者の「依存性」がもたらす危険が以下のように指摘された。
「現在のヴァージニアにおけるように、裕福とまではいかないまでも自立できる資力を有する中位の
階級に政治権力が与えられるかぎりでは富裕階級を恐れることはありません。しかしながら、何
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者にだけではなく、依存した者にも拡大してみましょう。そうすればただちに堰を切ったように票の
買収が行われるでしょう（１０）。」（傍点筆者）
また、ニューヨーク会議においては無産者の結託に対する懸念が以下のように表現されている。
「普通選挙制度には財産権や自由に関する諸原則を危険にさらす傾向があります。……すなわち、貧
者には富者の財産をむやみに欲しがり、その分け前にあずかろうとする傾向があるのです。債務者に
は契約上の債務を怠り、それを回避しようとする傾向が、多数派には少数派を虐げ、その権利を踏み
にじる傾向が、怠惰な者や放蕩者には社会の負担のすべてを勤勉で有徳な者に押しつけようとする傾
向があるのです。し
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しかもこの論者は、「社会は生命のみならず財産の保護のために結成された」のであり、「公共の
蓄えに１セントしか貢献しない者はその千倍貢献する者と同等の権力や影響力を有するべきではな
い」として納税者に対する選挙権拡大にさえも反対したのであった（１２）。
以上要するに、財産資格擁護派は、伝統的な土地所有者有徳論を基礎にしつつ、無産者の「階級
的悪徳」論と無産者選挙権「害悪」論を展開して、有産者による選挙権の独占を正当化したといえ
よう（１３）。
 財産資格撤廃の論理
以上のような財産資格擁護論に対して、財産資格撤廃派もまた選挙権に関する原理的議論と現実
的議論を織り交ぜながら反論した。
その第一は土地所有者有徳論批判であった。たとえば、ヴァージニア会議に提出された『リッチ
アンテベラム期アメリカ合衆国における選挙権「改革」の特質─東部旧州における選挙権論議の検討を中心に─ 小原 豊志
３５
モンド市における非フリーホルダーの請願』The Memorial of the Non−Freeholders of the City of
Richmond（以下、『請願』と表記）が指摘したように、「徳や知性は土地から産みだされはしない」
のであった。すなわち、土地の所有は単なる経済的事実を示すにすぎず、その所有者の倫理性を示
す指標とはみなされなかったのである（１４）。『請願』によれば、土地所有はむしろ以下のような「悪
徳」を生み出すとさえ考えられた。
「財産に対する愛着は利己的な感情である場合が多いので、こうした感情と愛国心という聖なる炎と
を混同してはなりません。愛国心は親や子に対する愛情のように我々に先天的に備わっているのです。
この感情はあらゆる形態の政府のもとで、すべての階級に、すべての状況のもとで存在します。そう
した感情を損なうのは貧者よりも富者である場合が多いのです（１５）。」
こうした論理からは、無産者選挙権「害悪」論に対する反論も導かれることになった。ニューヨー
ク会議においてはその根拠が以下のように示されている。すなわち、第一に合衆国においては土地
相続法が修正され、土地所有者が多数になった結果、社会全体が土地利害に関心を寄せているので、
イギリスのように人口の大半を占める貧者が結託して土地所有者の財産を危機にさらす事態は起こ
りえないこと、第二に製造業人口に対する農業人口の優勢が将来にわたって続くのは確実であるの
で、無産者が多数派にはなりえないこと、第三に商業利害と製造業利害が結託して土地利害に脅威
を与える可能性は、関税問題に対する前二者の対応からみてありえないこと、第四にたとえ無産者
の票が支配されようともそれを支配するのは富裕な者であるので、結果的には財産権は保障される
ことである。さらに、こうした議論においては「悪徳」を根拠に無産者を選挙権から排除してしま
うならば、彼らを社会に敵対的な存在にしてしまいかねないことも警告されたのであった（１６）。
財産資格撤廃論の第二は、財産資格と独立革命原理との矛盾を指摘するものであった。たとえば、
『請願』は、不動産所有資格が「自然が定める平等に背いて同一社会の構成員のなかに忌まわしい
差別を生み出している」ことを指摘した。なぜなら、土地所有者に対しては「私的財産を所有して
いることを理由に最高の特権が付与されている」一方で、市民の大部分はその財産資格によって選
挙権から排除されているからであった。すなわち、『請願』によれば、市民の大半が自ら制定に関
与できない法に拘束されている状態は、被治者の同意を前提にする共和制原理を侵害することにほ
かならなかったのである（１７）。
財産資格撤廃論の最後は、州の安全保障を重視する議論であった。たとえば、『請願』は、軍務
という公的義務の特殊性を以下のように指摘して選挙権拡大の必要性を説いた。
「危急の際にヴァージニアの息子たちの間では不公平な差別など行われません。自由民から排除され
た者［選挙権から排除された者］を除外するために、兵員名簿が土地台帳と照合されて精査を受ける
ことなどないのです。土地を所有しない市民は、平時には軽蔑されて投票所から追い払われたとして
も、戦時には少なくとも寛大に受け入れられて戦場に向かわされるのです。その彼らは召集には必ず
応じましたし、他の誰にもまして血を流して自分の所有しない土地を防衛したのです。人は自らを保
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護してくれる政府に忠誠心を抱くものではないでしょうか。……彼らがこうした責務を受け入れるな
ら、その彼らに特権を与えてやって、その特権を守るために血を流すように求めても不合理ではない
ようにするべきです。そうすれば彼らが社会に愛着を抱かないわけがありましょうか。外国からの攻
撃であれ、国内からの侵攻であれ、そのような場合に、自ら享受する恩恵やその恩恵を保障する権利
を守り続けることに彼らが深い関心を寄せないわけがあるでしょうか（１８）。」
ここにあきらかなように、無産者に対する選挙権の拡大は、州の兵力の大半を占める彼らの愛国
心を涵養する手段としても不可欠であることが指摘されたのであった。これと同じ観点から、ヴァー
ジニア会議においては奴隷州ならではの選挙権拡大論が以下のように主張された。
「ヴァージニアより南の奴隷州においては、自由身分の男性すべてを自由かつ自立した存在にするこ
とが極めて重要なことと考えられています。それはなぜでしょうか。周知のように、奴隷州のすべて
は極めて憂慮すべき危機に急速に近づいています。そうした時には自由民［の協力］が必要になるで
しょう。すべての人間が自らの持ち場につかなくてはならないのです。社会がどれだけ特殊な状態に
あるかわからないのでしょうか。誰もが、危機が近づきつつあることを感じ、それを憂えているので
す。その時が遠くないことは、事態がどのように推移しているか見守っている人であればわかるはず
です。その時がくれば、ヴァージニアだけではなく南部州のすべてが戦闘に備えなくてはなりません
し、政府も臨戦態勢をとらざるをえません。時の経過とともにそのような状態に近づきつつあるので
す。……少なくとも自由な白人を呼び集めて、共通の利害と政府のもとに団結させることが賢明では
ないでしょうか（１９）。」
ここで指摘されている「極めて憂慮すべき危機」が奴隷反乱を指していることは疑いないであろ
う（事実、同州においてはこの会議の直後にナット・ターナーの反乱が勃発したのであった）。す
なわち、この論者はそうした不測の事態に対する白人側の結束強化の手段として選挙権の拡大を要
求したのであった。
以上要するに、財産資格撤廃派は無産者の有徳性を強調しつつ、「選挙権の権利論」および州の
安全保障論の観点から財産資格の撤廃を主張したといえよう。
Ⅳ 「特定の社会的存在」に対する選挙権規制の論理
前節で検討したように、財産資格撤廃派は無産者に対する選挙権拡大を主張したのではあったが、
ここで注意しておきたいのは、彼らは決して無制限の選挙権拡大（普通選挙制度の実現）を要求し
たわけではなかったことである。すなわち、財産資格撤廃派にあっても選挙権は自然権のような万
人に備わる権利とはみなされず、社会から一定の制約を受けるべき社会的権利 social rightと認識さ
れていたのであった（２０）。こうした認識は、ヴァージニア会議における財産資格撤廃派の以下の発言
から明瞭であろう。
「私の考えでは、普通選挙権 General Suffrageとは……出生ないしは一定期間の居住によって市民資格
アンテベラム期アメリカ合衆国における選挙権「改革」の特質─東部旧州における選挙権論議の検討を中心に─ 小原 豊志
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を得ていて、法が課す民兵義務などの人的義務や納税などの金銭的義務もすべて果たし、かつまた破
廉恥罪を犯していない２１才以上の白人自由身分男性のすべてに対して、公務員の選挙に投票できる貴
重な権利を与えることを意味します。換言すれば、私が望んでいるのは、人的な資格および年令や居
住に関する資格を設定し、土地所有資格を廃止することなのです。それというのも、この資格は不快
で反共和主義的な基準に思えるからです（２１）。」
ここにあきらかなように、この論者の認識する「普通」選挙制度とは、実際のところは対象を白
人男性に限定した一種の制限選挙制度であった。選挙権拡大派が普通選挙権を以上のように認識し
ていたことは、その選挙権拡大の論理自体に選挙権規制の論理が内在していたことを示唆する。事
実、この同じ論者は選挙権が拡大されるべき範囲を以下のように明確に定めたのであった。
「選挙権とは、これらすべてのもの［自然権、生命、自由、幸福の追求、財産の獲得と享受］がその
保護・維持・安全のために依拠する土台であって、それゆえに選挙権は至高の権利といえます。この
権利が分別の付く年令に達したすべての人間に由来するということはこれまでも当然のこととみなさ
れてきました。すなわち、この権利は生まれつき備わっている権利なのであって、存在を根拠に当人
に備わる権利なのです。その人自身が権利証書なのです。た
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とはいえ、こういう事例があるからといって、これを根拠に白人男性から選挙権を剥奪してはならな
いのです（２２）。」（傍点筆者）
以上のように、この論者は選挙権があたかも生得的権利かのようにみなして白人男性一般に対す
る選挙権の拡大を主張したのであったが、女性、未成年者、犯罪者および黒人に対する選挙権の付
与についてはこれを明確に否定したのであった。したがって、財産資格撤廃派は無産者に対する選
挙権差別の撤廃を叫びつつも、それと同時に無産者内部における新たな選挙権差別の構築を要求し
ていたと考えられるのである。それでは、このような新たな選挙権差別は、いかなる意図のもとに、
いかなる論理で正当化されたのであろうか。
先にもふれたように、スタインフィールドの研究によれば、財産資格の撤廃にともなう貧困者排
除規定の設定は必然的現象であった。財産資格撤廃派は、貧困者（公的扶助の受給者）という法的
依存状態にある「特定の社会的存在」を創り出すことによってはじめて、その他の多数の無産者（賃
金労働者）に対する選挙権の拡大を正当化できたからである。こうしたスタインフィールドの議論
に従えば、女性や未成年者が選挙権から排除された理由もあきらかになろう。これらの「特定の社
会的存在」も貧困者と同様、法的には配偶者である夫や扶養者である親に依存する存在と規定され
ていたからである（２３）。
それでは、法律上は自由身分であるはずの自由黒人はいかなる論理で選挙権を拒絶されたのであ
ろうか。先の引用にあるように、彼らが「階層」として選挙権を拒絶されねばならない「必要」と
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はどのようなことだったのだろうか。このことをあきらかにするために、以下では具体的な黒人選
挙権剥奪論を対象にして検討をすすめよう。
まず以下に示すのは、ニューヨーク会議において主張された典型的な黒人選挙権剥奪論である。
「黒人は投票に値する知性を有していません。彼らは極めて貶められた状態にあるので、この大切な
権利の価値を判断することもできなければ、忠誠さや分別を持ってこの権利を行使することもできな
いのです。黒人に選挙権を与えることは危険です。その票は富裕な者に買収されて、その意のままに
なるだろうからです。今後この階層の人々が、信頼できるほど十分に知性や美徳を身に付けるように
なったなら、その時にこの特権を与えればよいのです。現在は、彼らを解放し保護してやるべきであっ
て、彼らが必ずや悪用するであろうこの特権は与えずにおくべきなのです（２４）。」
ここにあきらかなように、黒人はその「人種的悪徳性」がことさらに強調されることによって、
その選挙権保有を否定されたのであった。したがって、黒人に対しては選挙権拡大の論理であるは
ずの「無産者有徳論」が適用されることはなかったのである。むしろこの議論は、徳性の有無を選
挙権の資質的条件としていたために、黒人が「悪徳」であるとする主張のもとでは黒人からの選挙
権剥奪を正当化する機能さえ有していたといえよう。
さらに、黒人選挙権剥奪派は、法律上は自由身分に属する存在からの選挙権剥奪を正当化するた
め、原理的側面からの議論をも展開した。たとえば、ノースカロライナ会議においては自由黒人と
白人とを厳格に区別する一種の二重市民論が以下のように主張された。
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派生する特権に規制や制限が加えられ、この特権を思うように行使できないのですが、それでも市民
的自由を享受することはできるのです。こうした社会状態はほとんどすべての政府のもとで見いださ
れます。それというのも、貴族的階級やその他の特権階級に特権や権利が排他的に与えられていけば
いくほど、それらの特権から排除された者はますます貶められて奴隷化され、その権利も減じられる
ことになるからです（２５）。」（傍点原文イタリック）
この議論によれば、自由黒人の「自由」とは奴隷主の支配からの解放を意味するにすぎず、白人
と同等の法的地位を得る根拠にはなりえなかったのであった。したがって、こうした存在に対して
は白人と同等の自由民の特権も与えるべきではなかったのである（２６）。まさしく、自由黒人とは「そ
の境遇が独特であるために、必要から制定せざるをえない法」に服すべき「困窮した市民 citizen
of necessity」とみなされたのであった（２７）。そのうえで、ノースカロライナ会議の黒人選挙権剥奪派
はその主張の正当性を以下のようにのべた。
「既に自由黒人は白人に対して不利な証言をすることを禁じられています。……本州の議会が約５０年
の経験をふまえて確信するにいたったのは、黒人には知性や誠実さが十分に備わっていないので、彼
らに対して白人に不利な証言をするという貴重な権利を与えることはできないということだったので
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す。こうしたことをしておきながら、それ以上に貴重な自

由

民

の権利を、すなわち選挙権という崇高
な特権を自由黒人に与えてよいものでしょうか（２８）。」（傍点原文イタリック）
以上のように、自由黒人は独特な法的地位を占めるとみなされたため、「選挙権の権利論」が彼
らに適用されることもなかったのであった。選挙権拡大の推進力となった「課税と代表の不可分論」
でさえも黒人選挙権論議のなかでは以下のように一蹴された。
「政府に対して彼ら［自由黒人］はどんな負担をしているというのでしょうか。州庫は彼らの支払っ
た税金でどれほど膨れあがったというのでしょうか。政府の福利や繁栄について彼らはどれほど注意
し、心配し、関心を払っているというのでしょうか。法によって彼らはその安全、自由、および私的
財産権を保障され、かつまた厄介な義務の多くを免除されているのですから、彼らが政府に対してわ
ずかな貢献をしたとしてもそれは報われているのです（２９）。」
黒人選挙権剥奪論は州の安全保障の観点からも主張された。そもそも、奴隷州の自由黒人は存在
自体が「変則的」であったために、奴隷反乱の予防的見地からその権利一般の拡大問題が否定的に
とらえられていたが、ノースカロライナ会議においては黒人選挙権がもたらす治安上の「害悪」が
以下のように指摘された。
「我々は自由黒人に貴重な政治的権利を付与する規定を州憲法のなかに定めたために、他州において
は決してみられない白人との平等を彼らに認めています。しかしながら、こうしたことを容認してい
けばどのような結果が待ち受けているでしょうか。我が古き良き州は、自由黒人の避難所と化してし
まうでしょう。彼らは全国から大群で押し寄せてくるでしょう。その結果、我々はみすぼらしくて役
立たずの人々によって荒廃させられてしまうでしょう。もし誰かに我が州への移住を促すつもりであ
るなら、それは節度があり誠実で勤勉な習慣を有するとともに、本州の制度に関心をもち、それを正
しく理解できる人々に対して行うべきなのです（３０）。」
以上からあきらかなように、反黒人選挙権論は財産資格擁護派の反無産者選挙権論と相似形をな
していたのであった。すなわち、無産者の「悪徳性」やその選挙権の「害悪」は黒人のそれに姿を
変えて主張されたのである。しかも、この議論においては選挙権拡大の論理はかえりみられること
がなかったばかりか、むしろ黒人からの選挙権剥奪を正当化する方向に機能したといえる。なぜな
ら、自由黒人の独特な法的地位を根拠に「選挙権の権利論」が黒人に適用されなかっただけではな
く、選挙権保有の指標を有徳性におく「無産者有徳論」は、黒人が「人種的悪徳性」を内面化して
いると主張された場合には黒人選挙権の剥奪を正当化する根拠になったからであったし、州の安全
保障の観点からの選挙権拡大論も、黒人選挙権が治安悪化の原因とみなされた場合にはその排除を
正当化する根拠になったからである。
それでは、以上のような黒人選挙権剥奪の論理が構築された要因は何だったのであろうか。奴隷
州の場合、その要因は奴隷反乱という現実的な脅威が存在していたことに求められよう。そもそも、
ヴァージニア会議において白人選挙権の拡大が主張された一因は、奴隷反乱に備えて白人の団結を
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強化しておくことにあったことからもわかるように、奴隷反乱問題は奴隷州における選挙権問題一
般に影を落としていたのである（３１）。このような状況下において、人種を越えた選挙権資格を維持・
設定することは治安的側面からみて不可能なことであった。１８３５年になってノースカロライナ会議
が奴隷州としては最後に黒人選挙権の全面的剥奪を決議したことも、当時現実化しつつあった奴隷
反乱に対する予防的措置を講じたものとみることできよう。
以上が奴隷州における黒人選挙権剥奪の要因とすれば、奴隷反乱という現実的脅威が存在しな
かった自由州の黒人選挙権剥奪はどのように理解すべきであろうか。この場合も念頭におくべきは
白人選挙権問題との関連であろう。すなわち、スタインフィールドが指摘したように、選挙権拡大
派は無産者の自立性を証明する手段として貧困者という「依存的存在」を創り出したのであったが、
それ以上の「依存的存在」として格好の標的になったのが社会的にも経済的にも下層に追いやられ
ていた「黒人」という「特定の社会的存在」だったのである。しかも、黒人を総体として選挙権か
ら排除することには貧困者の排除にはないメリットがあった。それは、既に先稿で指摘したように、
選挙権保有をつうじて白人民衆が自らの「白人性」を確認できたことである。すなわち、選挙権か
ら階級性を解消して選挙権を無産者に解放するだけではなく、この権利に人種性を構築して白人が
これを独占することは白人民衆の人種意識を満足させるうえで不可欠な方策であったのである。黒
人選挙権剥奪派が、黒人の「人種的悪徳性」やその独特の法的地位をことさらに強調して黒人の無
資格性を強調した背景には以上のような白人選挙権拡大の論理があったと考えられよう。したがっ
て、選挙権拡大派は、「階級的悪徳性」を根拠にした財産資格擁護派の反無産者選挙権論を、「人種
的悪徳性」を根拠にした反黒人選挙権論に巧みに変換することによってはじめて白人選挙権の拡大
に成功したといえよう。まさしく、白人選挙権拡大の論理がこのような構造であったからこそ、自
由黒人はその人口の多寡にかかわらず、全面的にその選挙権を否定されなくてはならなかったので
ある。
Ⅴ おわりに
以上本稿においては、フォーナーの指摘するアメリカ的自由に内在した「パラドックス」を解明
する試みとして、アンテベラム期の選挙権「改革」における「選挙権の拡大と縮小の同時的実現」
現象をその人種的側面に焦点を当ててつつ考察してきた。
その結果あきらかになったのは、この現象は決して「パラドックス」などではなく、いみじくも
ある黒人選挙権剥奪派がのべたように、「ある階層の権利を変更ないし拡大する際には、必ずや他
の階層の権利の侵害が行われる（３２）」ために生じたということであった。すなわち、当時の選挙権拡
大派の要求が普通選挙制度の実現では決してなかったことからもあきらかなように、彼らの選挙権
拡大の論理自体に「特定の社会的存在」に対する排除の論理が潜んでいたのである。その論理とは、
自らの自立性を証明して自らの選挙権保有を正当化するために新たな排除者のカテゴリーを創出す
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るものであった。この論理のもとではそのような排除者に対する徹底的な攻撃とその総体的な排除
が行われざるをえない。なぜなら、白人男性一般が「自立的」であるためには、その他の者すべて
が「依存的」でなくてはならなかったからである。そのなかでも黒人は格好の標的であった。なぜ
なら、「人種」として黒人を選挙権から排除することによって、選挙権を手にした白人男性一般は
自らの「自立性」のみならず、自らの「白人性」をも確認できたからである。奴隷州において白人
選挙権の拡大と黒人選挙権の剥奪が奴隷反乱対策の一環として同時に叫ばれたのもこうした心理的
作用の効果を期待してのことであった。その意味でこの両者の選挙権問題は不可分の関係をなして
いたといえよう。
このように考えてくれば、アンテベラム期の選挙権「改革」の本質が自ずから明らかになろう。
すなわち、「選挙権の拡大と縮小の同時的実現」の結果生じた「選挙権における白人性の確立」と
は、白人男性一般の選挙権拡大に必然的にともなわざるをえなかった選挙権規制の人種的側面を示
す現象にほかならなかったのである。
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